
様式１

１　地域の概要

（１）地域名 （２）地域内人口 6,648人 （３）地域面積

（４）構成市町村等名 （５）地域の要件*

２　一般廃棄物の減量化、再生利用の現状と目標

目　標

最終処分量

※　別添資料として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付する。

一般廃棄物処理計画と目標値が異なる場合に、地域計画と一般廃棄物処理計画との整合性に配慮した内容

合計     事業系生活系の総排出量合計（トン）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画　総括表１

大石田町 79.59㎢

大石田町 人口　面積　沖縄　離島　奄美　豪雪、山村　半島　過疎　その他

（６）構成市町村に一部事務組合等が含まれ
る場合、当該組合の状況

埋立最終処分量（トン）

*交付要綱で定める交付対象となる要件のうち、該当する項目全てに○を付ける。

指標・単位
年

過去の状況・現状（排出量等に対する割合）

排出量

事業系　総排出量（トン）

　　　　　　1事業所当たりの排出量（トン/事業所）

生活系　総排出量（トン）

　　　　　　1人当たりの排出量（ｋｇ/人）

エネルギー回収量 エネルギー回収量
（年間の発電電力量　MWH）

（年間の熱利用量　GJ）

再生利用量
直接資源化量（トン）

総資源化量（トン）



３　一般廃棄物処理施設の現況と更新、廃止、新設の予定

（１）現有施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工年月 廃止又は休止（予定）年月 解体（予定）年月 備考

（２）更新（改良）・新設施設リスト

施設種別 施設名 事業主体 型式及び処理方式 処理能力（単位） 竣工予定年月 更新（改良）・新設理由
廃焼却施設解体の有無

（解体施設の名称）

廃焼却施設解体事業
着手（予定）年月
完了（予定）年月

想定される浸水深と対
策

プラスチック
再商品化を実
施するための
施設整備事

業

備考

想定される浸水深と対策



目 標

平成２８年度 平成２９年度 平成３０年度 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和９年度

総人口 7,361 7,212 7,068 6,870 6,648 6,471 5,516

4,681 4,615 4,582 4,486 4,336 4,226 3,716

63.6% 64.0% 64.8% 65.3% 65.2% 65.3% 67.4%

1,880 1,839 1,805 1,738 1,666 1,602 1,447

25.5% 25.5% 25.5% 25.3% 25.1% 24.8% 26.2%

398 394 389 374 363 369 353

5.4% 5.5% 5.5% 5.4% 5.5% 5.7% 6.4%

未処理人口 402 364 292 272 283 274 0

基数 処理人口 開始年度 基数 処理人口 目標年次

大石田町 92 215 H7.4 15 45 Ｒ9

※ 計画地域内の施設の状況（現況、予定）を地図上に示したものを添付のこと。

浄化槽設置整備事業

公共浄化槽等整備推進事業

現 有 施 設 の 内 容 整 備 予 定 基 数 の 内 容
事 業 主 体施 設 種 別 備 考

４　生活排水処理の現状と目標

５　浄化槽の整備の状況と更新、廃止、新設の予定

※ 参考として指標と人口等の要因に関するトレンドグラフを添付のこと。

過 去 の 状 況 ・ 現 状

指標・単位

汚水衛生未処理人口

公共下水道

集落排水施設等

合併処理浄化槽等

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率

汚水衛生処理人口
汚水衛生処理率又は汚水処理人口普及率



[参考] 生活排水処理の現状と目標に関するトレンドグラフ

※１　H28～R2は実績値、R3～R9は推計値。
※２　R7総人口は国⽴社会保障・人口問題研究所の将来推計人口。
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様 式 ２

単位 開始 終了
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
令和

７年度
令和

８年度
令和

４年度
令和

５年度
令和

６年度
令和

７年度
令和

８年度

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

資源ごみ選別施設整備 0 0

破砕・選別施設整備 0 0

不要品再生施設整備 0 0

展示施設整備 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

分別回収拠点整備 0 0

小規模ストックヤード整備 0 0

簡易プレス機整備 0 0

ごみ収集車整備 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0

0 0

6,161 1,145 1,254 1,254 1,254 1,254 6,161 1,145 1,254 1,254 1,254 1,254

大石田町 15 基 R4 R8 6,161 1,145 1,254 1,254 1,254 1,254 6,161 1,145 1,254 1,254 1,254 1,254

0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0 0

6,161 1,145 1,254 1,254 1,254 1,254 6,161 1,145 1,254 1,254 1,254 1,254

※１ 事業番号については、計画本文３(3)表４等に示す事業番号と一致させること。
※２ 実施しない事業の欄は削除して構わない。
※３ 同一施設の整備であっても、交付金を受ける事業主体ごとに記載する。
※４ 事業が地域計画を跨ぐ場合は地域計画期間内の事業期間を記入し、備考欄に全体の事業期間を記載すること。なお、事業期間は交付対象外部分のみを行う期間も含む。
※５ 廃焼却施設の解体と新施設の建設を異なる事業主体が実施する場合は、それぞれの事業費を別行で記載すること。

浄化槽設置整備事業

公共浄化槽等整備推進事業

○施設整備に関する計画支援事業

○災害廃棄物処理計画策定支援事業

合     　　計

○浄化槽に関する事業

○有機性廃棄物リサイクル推進に関する事
業

ごみ飼料化施設整備事業

ごみたい肥化施設整備事業

○廃棄物運搬中継に関する事業

サテライトセンター整備事業

○最終処分に関する事業

最終処分場整備事業

最終処分場再生事業

○し尿処理に関する事業

汚泥再生処理センター整備事業

コミュニティ・プラント整備事業

○エネルギー回収等に関する事業

ごみ焼却施設整備事業

メタンガス化施設整備事業

ごみ燃料化施設整備事業
その他の施設整備事業等（施設名記
載）

○マテリアルリサイクル推進等に関する事業

リサイクルセンター整備事業

ストックヤード整備事業

容器包装リサイクル推進施設整備事業

灰溶融施設整備事業
その他の施設整備事業等（施設名記
載）

循環型社会形成推進交付金等事業実施計画総括表２

事　業　種　別 事業
番号
※１

事業主体
名　　　称

※２

規　模
事業期間

※５
総事業費（千円） 交付対象事業費（千円）

備　　考

事　業　名　称



【参考資料様式７】 

施設概要（浄化槽系） 
都道府県名  山形県    

 

(1) 事業主体名 大石田町 

(2) 事業名称 浄化槽設置整備事業 

(3) 事業の実施目的及び内容 
生活排水処理の適正化を図るため、浄化槽設置整備事業により合併

処理浄化槽を設置する。 

(4）事業期間 
（生活排水処理基本計画期間）
※生活排水処理基本計画をもって地域計

画に代える場合に括弧書きで記載。 

令和４年度 ～ 令和８年度 
 

（ 平成７年度 ～ 令和８年度 ） 

(5) 事業対象地域の要件 
人口 面積 沖縄 離島 奄美 豪雪、山村 半島 過疎 その他 

該当する対象地域を選択する。 

(6) 事業計画額 

交付対象事業費   6,270千円 
うち  （以下の事業を実施する場合） 
・環境配慮・防災まちづくり浄化槽整備推進事業に係る事業費        
                                千円 
・公的施設単独処理浄化槽集中転換事業に係る事業費           千円 

 
○  事業計画額の内訳及び浄化槽の整備規模 
 【浄化槽設置整備事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（   人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 10基（     15人分） 3,824千円 3,824千円 3,824千円 

6～ 7人槽 5基（     30人分） 2,337千円 2,337千円 2,337千円 

8～10人槽 基（       人分）    

11～20人槽 基（       人分）    

21～30人槽 基（       人分）    

31～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

浄化槽整備 
効率化事業費 

台帳作成費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 

 15基（   45人分） 
※基数の合計には、宅内配
管費、撤去費、改築費を除
く。 

6,161千円 6,161千円 6,161千円 



 
 

 【公共浄化槽等整備推進事業の場合】 

区分 
交付対象基数 
（      人分） 

基準額合計 総事業費 
交付対象 
事業費 

5人槽 基（       人分）    

6～ 7人槽 基（       人分）    

8～10人槽 基（       人分）    

11～15人槽 基（       人分）    

16～20人槽 基（       人分）    

21～25人槽 基（       人分）    

26～30人槽 基（       人分）    

31～40人槽 基（       人分）    

41～50人槽 基（       人分）    

51人槽以上 基（       人分）    

共同浄化槽 
  

人槽 基（       戸数） 
 

   

宅内配管費 基    

撤去費 基    

雨水貯留槽
等再利用 

基    

改築費（災
害） 

基    

改築費（長
寿命化） 

基    

事務費 
 
    

浄化槽整備 

効率化事業費 

台帳作成費    

調査費    

計画策定等調査費    

効果的な転換促進及び管理適正化推進費    

合 計 
基（       人分） 

※基数の合計には、宅内配管
費、撤去費、改築費を除く。 

   

 
 




